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土地に係る固定資産税の負担調整措置及び条例減額制度の延長

1．改正のポイント

（1）趣旨・背景

（2）内容
現行の①負担調整措置②条例減額制度③下落修正措置について2026（令和8）年度まで3年間適用期限を延長する。

① 負担調整措置 : 商業地等及び住宅用地について、負担水準（前年度の課税標準額÷当年度の評価額）に応じて

当年度の課税標準額を調整する措置。

2024(令和6）年度は、3年に一度の固定資産税評価額の評価替えの年にあたる。 2024(令和6）年度の評価替え

においては、負担水準のばらつきが拡大することが見込まれるため、税負担の公平性の観点から均衡化に向けた取

組みが求められる。

(※1)当年度の評価額の6割を超える場合には当年度の評価額×60％とする。

(※2)当年度の評価額の2割に満たない場合には当年度の評価額×20％とする。

② 条例減額制度 : 市町村が条例により課税標準額の上限を決定することができる制度。

商業地等

住宅用地及び
商業地等

課税標準額の上限を評価額の60～70％の範囲で条例で定める値とすることができる。

課税標準の対前年度増加率に上限（※）を設けることができる。
（※）1.1以上で条例で定める割合

③ 下落修正措置 : 原則、固定資産税評価額は3年間据え置かれるが、地価が下落した場合に毎年の固定資産税評

価額を下落修正する措置

負担水準 当年度の課税標準額

70％超 当年度の評価額×70％

60％以上70％以下 前年度の課税標準額と同額

60％未満 前年度の課税標準額＋当年度の評価額×5％（※1.2）

100％以上 当年度の評価額の100％

100％未満 前年度の課税標準額＋当年度の評価額×5％（※2）

商業地等

住宅用地
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２．適用時期

３．実務のポイント
固定資産税の課税標準額については負担調整措置及び条例減額制度の適用があるが、2024 (令和6）年

度は、3年に一度の固定資産税評価額の評価替えの年であり、「固定資産税評価額」は変わる。

したがって固定資産税評価額を基にする不動産取得税・登録免許税の税額計算および相続税等の土地等

の評価額の計算にあたっては、その評価替え後の固定資産税評価額により計算する旨、留意する。

2026年度(令和8年度）まで継続する。


